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Abstract 

Background Municipalities in Japan are responsible for supporting community activities, which are important for 

social ties and community health. However, there is sparse evidence about the information on community activities 

provided by municipalities. 

Methods We performed a content analysis of the webpages provided from May 25 to July 14, 2020 on the websites of 

all 62 municipalities in Tokyo. We coded the data with respect to the followings: resuming community activities after 

the first state of emergency was lifted in May 2020; information that would show similar tendencies to community 

activities; information that could have affected community activities; and factors that could have influenced providing 

information on community activities. We analyzed the data by sender (mayor vs. other). 

Results We identified messages from the 46 mayors; none of them mentioned community activities. Thirty mayors 

explained about reopening community facilities and 23 announced control measures, such as avoiding the three Cs. 

Approximately 90% of the mayors provided messages about perceiving COVID-19 risk; however, none referred to the 

negative health impacts of self-quarantine. Overall, tendencies of the information provided by other than the mayors 

were relatively similar to those by mayors. Only two cities provided information about resuming community activities 

after the state of emergency was lifted.  

Conclusion The present data suggest that nearly all of municipalities provided no information about community 

activities after lifting the first state of emergency. 

 

要旨 

背景 市区町村は住民の健康維持に関わる地域活動を支援するが、その情報発信の実態は不明である。 

方法 東京都 62 市区町村のウェブサイトから緊急事態宣言解除後の 2020 年 5 月 25 日から同年 6 月 14 日ま

でに発信された情報を対象に内容分析を行った。地域活動に加え、その補完的指標となる情報、活動実施

に影響しうる情報、及び活動の情報発信に影響しうる要因の記述を抽出した。発信主体（首長と首長以外）
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別に各要因の実数（％）を算出し、地域活動再開に関する情報発信の関連要因を単変量解析で検証した。 

結果 メッセージが確認できた 49 首長のうち、来島者向けであった 3 首長は除外した。どの首長も地域活

動への言及がなく、社会活動への言及も少なかった。30 首長が公共施設の利用再開を説明し、23 首長は 3

密回避等を述べていた。ほとんどが新型コロナウイルスを認識した情報を発していたが、自粛による健康

二次被害への言及はなかった。首長以外の発信情報は、首長とやや似ていたが、2 市で地域活動再開の情報

を発信していた。この再開の情報発信とどの変数も有意な関係を示さなかった。 

結論 東京都内のほとんどの市区町村で、初の緊急事態宣言解除後に地域活動の情報発信はなかったことが

示唆された。 

キーワード: 地域活動、地方公共団体、ウェブサイト、内容分析 

Key words: community activities, municipalities, website, content analysis 

 

1. 序文 

住民が主体的に行うボランティア活動や自治会などの

地域活動は、住民の交流を中心とした活動や、生活困窮

者への食支援など、内容は多岐にわたるが、社会的に弱

い立場にある人へのインフォーマルな支援源となるだけ

でなく、活動参加者の心身の健康とも関連することが報

告されてきた 1。こうした活動の効果は海外でも注目さ

れているが 2、我が国では活動促進の取り組みが国や 3都

道府県、市区町村レベルでウェブサイト等を活用して行

われてきた。しかし、2019 年 12 月に中国で報告された

新型コロナウイルス感染症が世界的に広がり、日本では

2020年 4月に新型ウイルス感染症による緊急事態が発生

したとして国が緊急事態宣言を発出し、緊急事態措置を

実施すべき区域として指定された都道府県では住民に対

して生活の維持に必要な場合を除いた外出の自粛要請等

がなされた。こうした中、外出機会の確保の重要性は周

知されたものの 4、高齢者はこの感染症の重症化や死亡

リスクが高かったこともあり 5 6、外出や他者との交流が

制限されて地域活動も休止になりがちであったが、同年

5月 25日の緊急事態宣言解除後から全国的に感染対策を

徹底しながら段階的に地域での活動が再開する流れにな

った。 

この地域活動には、以下の点から市区町村がウェブサ

イトから発信した情報が地域活動に影響したと考える。

第一に、地方公共団体の施設は主な活動場所の 1 つであ

るが 7、コロナ下で利用制限や休止がなされたことから、

状況確認のため地方公共団体のウェブサイトを参照し、

そこでの掲載情報がその後の活動にも影響した可能性が

ある。間接的な根拠として、新型コロナウイルスの情報

源として成人の半数以上が地方公共団体の情報を信頼し、

参照していたとの報告や 8、新型コロナウイルスに関す

る公的情報を参照した人ほど、感染予防行動を実践して

いたとの報告がある 9。第二の点として、個別の事例にな

るが、東京都は 2020年 5月 22 日に新型コロナウイルス

感染症を乗り越えるロードマップを公表したが、地域活

動への言及はなかった。そのため、東京都では当時、行

政の最小単位である市区町村の意思決定と情報発信が地

域活動に影響した可能性がある。最後に、発行頻度が一

般的に低い（例：1か月～3か月に 1度）広報紙等の媒体

と比べ、低コストで迅速かつ適時に情報を発信できるオ

ンライン情報は、コロナ下において地域活動により影響

したことが予想される。 

しかし、新型コロナウイルス感染症の蔓延が始まって

以降、病院のウェブサイト 10やマスメディア 11、ソーシ

ャルメディア 12から発信された情報の分析は行われてき

たが、地方公共団体が発信したオンライン情報について

は、国内外ともに知見が乏しく、よくわかっていない。

実態が明らかになれば、適切な地域活動レベルを維持し、

住民の健康を保持・増進するためのより良い情報発信の

在り方を考える一助となることが期待される。そこで、

本研究では、地域活動について情報発信の必要性が高か

ったと考えられる 2020 年 5 月の緊急事態宣言解除後に、

市区町村がウェブサイトを通じて発信した地域活動およ

び地域活動と関係しうる情報の実態を明らかにすること

とした。東京都は国内で最多の人口を有し（約 1400 万

名）、より社会的影響が大きいと考えられたため、今回は

東京都の市区町村（東京都は区市町村と称するが、市区

町村に表記を統一する。）を対象とした。新型コロナウイ

ルス感染症は社会と経済に深刻な影響を及ぼす健康危機

であり、そのような危機管理ではリーダーの役割が重要

であることから、市区町村長が発したメッセージとそれ

以外の情報とで区分して分析した。 
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2. 方法 

研究デザインと対象 

分析対象は、東京都内にある全 62市区町村のウェブサ

イト内の日本語で記述されたウェブページである。本研

究ではウェブサイトの内容分析を行った。内容分析は、

先行研究に基づき 10、データの抽出、分析、解釈の 3 段

階に分けて実施した。ウェブページの抽出にあたり、ト

ップページ、新型コロナウイルス感染症、健康医療福祉、

首長、イベントや事業、地域活動や社会活動に関連する

ウェブページや新着情報ページから重点的に調べた。社

会活動と地域活動は明確な定義がないことから、ページ

の見落としを防ぐため、社会活動に関する記述にも注意

をして抽出を行った。メッセージや情報がウェブページ

からリンクされる形で PDF ファイルとして掲載されてい

た場合、便宜上、ウェブページとしてカウントした。ウ

ェブページを抽出する手順を確立するため、2 名の著者

（筆頭著者、第 2 著者）が区部、市部、町村部から 3 つ

ずつ無作為に選ばれた合計 9 市区町村からウェブページ

を独立して抽出し、手順で意見が異なった場合は合議し、

上述の通りに決定した。最終的に筆頭著者が全市区町村

のウェブページを抽出した。 

分析対象期間は緊急事態宣言が解除された 2020 年 5

月 25日から同年 6月 14日までの 3週間とした。東京都

の公表データによると、この期間の新型コロナウイルス

感染症の新規陽性者数は 1 日当たり約 17 名であった。

開始日は、緊急事態宣言が解除されて、地域活動再開に

関連したメッセージが発出されることが期待されたため

5月 25日に設定した。終了日は、緊急事態宣言解除を受

けてタイムリーに情報発信したかを評価するために設定

した。生活困窮者への食事提供や子ども食堂のような食

支援型の地域活動の休止は短期間に健康に影響しうるた

め、迅速性が重視されるためである。期間が短すぎると、

情報発信の準備期間を考慮すれば過小評価の問題が生じ

うるため、便宜的に 3週間を設定した。 

ウェブページの抽出は 2020 年 6 月 11 日から 6 月 28

日までに実施した（ほとんどは 6 月 15 日までに抽出し

た）。公表時期や内容について不明な点があれば市区町村

に照会して確認した。照会時に 1 区で抽出しなかったペ

ージに外出自粛について記述があったため、解析対象ペ

ージとしてはカウントしなかったが、解析用データセッ

トには反映した。市区町村長のメッセージは、期間内に

2 回以上発信されていた場合、原則として最新のものを

評価対象とした。2 回メッセージを発信した 2 首長のう

ち、1 首長は最新のメッセージが新型コロナウイルス感

染症と直接関係していなかったため、新型コロナウイル

ス感染症に関係する日付が古いページを解析対象に含め

た。残りの 1 首長は来訪者向けと住民向けにメッセージ

を発信しており、本研究の趣旨と照らし合わせて住民向

けのメッセージのみを解析対象とした。また、別の 1 首

長はウェブサイト内から外部動画サイト（YouTube）にリ

ンクする形でメッセージを発信していたが、簡単に情報

にアクセスできることから、ウェブサイト内から発信さ

れたとみなして解析対象に含め、49 首長の 49 ページを

分析対象とした。首長が発信したメッセージ以外の情報

は、62 市区町村の 499 ページを分析対象とした（1 地方

公共団体あたり平均 8ページ。最少 1ページ、最多 18ペ

ージ）。 

内容分析 

ウェブページの内容は、地域活動に関する情報、地域

活動の情報と同様の結果を示しうる情報（地域活動の補

完的指標）、住民の地域活動に影響しうる情報、そして地

域活動に関する情報発信に影響しうる要因に着目して評

価した。 

地域活動は、東京都が地域活動として例示するボラン

ティア活動、自治会・町会、NPO 法人、市民活動に加え

て、学校も地域活動と関係するため、学校での地域活動

も含め、地域活動と定義し、その実施について言及なし、

自粛要請あり、延期・中止等の検討の要請、妨げない、

注意して再開、全面的な再開の 6カテゴリで評価した。 

地域活動の情報と同様の結果を示しうる情報に関して、

イベント等主催者向けのイベント開催に関するメッセー

ジと社会活動再開について評価を行った。コーディング

項目は、イベント等主催者向けメッセージについては地

域活動と同様とした。社会活動再開については、市区町

村として社会活動をこれから再開していくことを述べて

いれば再開の情報有りと判定した。 

住民の地域活動実施に影響しうる情報として、公共施

設利用、周知している感染症対策、感染対策実施への御

礼、感染を不安に思う人への配慮、および各市区町村に

よるイベントについて評価を行った。公共施設利用は、

地域活動の主な活動場所であることから評価した。利用

に関する説明は利用不可、条件付きで利用可、全面利用

可、説明なしの 4 カテゴリーで評価した。利用時の感染

症対策の例示の有無も評価した。住民に対して周知した

感染症対策は、厚生労働省の示す新しい生活様式に基づ

き、外出自粛・移動制限、手洗い、マスク着用を含む咳

エチケット、3密（密集、密接、密閉）の回避、身体的距

離の確保、体調不良時に休むあるいは外出を控えること、

感染状況の注視、その他について評価した。外出自粛・

移動抑制はさらに、不要不急の外出の自粛要請、他府県

等への移動自粛要請、外出自粛の段階的緩和中であるこ

との説明、流行地域への移動抑制の 4 カテゴリーを評価

した。感謝するメッセージは、説得的コミュニケーショ

ンの原理の 1 つである返報性に基づき、互恵性規範を形

成することで行動変容につながるため 13 14、感染症対策

実行への御礼は、住民が外出自粛を行う動機付けとなり、

間接的に地域活動にも影響しうるため評価した。これま

での感染症対策の実施・協力の御礼が述べられていれば

記述有りと判定した。感染を不安に思う人への配慮の要

請は、説得的コミュニケーションの別の原理である社会

的証明の観点から 15、不安に思うべき事態であり、活動

抑制が正しいと思わせて、活動を抑制しうると考えられ

たため評価した。感染を不安に思う人への配慮を要請し

ていれば要請ありと評価した。不安に思う人がいること
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を指摘しただけでは要請無しと判定した。各市区町村主

催のイベントまたは事業に関する説明は、各市区町村自

身の判断と行動が住民の行動にも影響しうると判断して

評価を行った。中止あるいは延期に関する説明と再開に

関する説明をそれぞれコーディングした。 

市区町村による地域活動に関する情報発信に影響しう

る要因として、新型コロナウイルス感染症に関する認識

と外出等の自粛による健康二次被害の認識を評価した。

新型コロナウイルス感染症のリスクの認識は、感染予防

行動に影響するため 16、リスクを認識していれば、感染

拡大を防ぐために社会活動や地域活動に対して抑制的な

メッセージを発しうることから評価項目に含めた。具体

的には、新型コロナウイルス感染症の罹患可能性と新型

コロナウイルス感染症の重大性の認識を評価した。重大

性に関しては、個人が罹患した際の重症化や死亡リスク、

社会への影響の大きさ（医療崩壊など）を認識する記述

があれば認識ありとした。自粛による健康二次被害は、

認識していれば日本老年医学会やスポーツ庁が実施した

ように、活動を促進する方向のメッセージを発しうるた

め、評価を実施した。自粛が結果的に健康に及ぼす可能

性があることに言及していれば認識ありと判定した。 

それぞれの項目に該当する記述（例：手洗いをしまし

ょうといったメッセージ）があれば 1、記述がなければ

（例：手洗いについて何も言及していない）0 として

Microsoft Excelにデータを入力した。否定的な記述（例：

手洗いをする必要はないといったメッセージ）は 9 とし

てコーディングする予定であったが、いずれの項目もそ

のような記述は見当たらなかった。 

コーダー間信頼性 

 データコーディングの質を担保するために、首長が発

信した情報のコーディングは 2 名の著者（筆頭著者、第

2 著者）が独立して実施し、意見が異なった点について

検討し、合議したうえでコーディングマニュアルを改善

し、修正したコーディングマニュアルをもとに筆頭著者

がすべての情報の最終的なコーディングを実施した。な

お、修正マニュアルの作成前に筆頭著者と第 2 著者が入

力したデータから、コーダー間信頼性を一致割合と κ 係

数で評価したところ、本研究の主たる評価項目である地

域活動（一致割合=98%～100%、κ=0 [片方の評価者がす

べて 0 をつけたため]または両者がすべて 0 を付けたた

め κ 係数の計算無し）や公共施設利用（一致割合=89%～

100%、κ=0.74～1または両者がすべて 0を付けたため計

算無し）についてはよく一致していた。その他の項目も

自粛による二次的な健康被害（一致割合 95%、κ=0 [片

方の評価者がすべて 0 をつけたため]）、感染対策協力へ

の謝辞（一致割合 95%、κ=0.90）、不要不急の外出自粛

（一致割合 98%、κ=0.85）、手洗い（一致割合 95%、

κ=0.91）、3密回避（一致割合 93%、κ=0.86）、身体的距

離の確保（一致割合 93%、κ=0.85）などの感染対策で高

い一致度が得られたが、例外的に社会活動の再開は当初

の評価で一致しなかったため（一致割合 27.3%、κ=0.05）、

評価者間のぶれが生じないよう、上述のコーディング方

法を採用した。また、新型コロナウイルス感染症のリス

クの認識は当初、リスクとして認識しているかを 1 項目

で評価し、一致度が低かったため、その原因を検討した

ところ、罹患リスクを評価基準に含めるかどうかに起因

していたことが分かったので、罹患リスクと重大な事象

が起きるリスクの 2 項目を評価することで一致度が低い

問題の解消に努めた。 

その他の変数 

 米国で政党の方針と個人の感染予防行動との関連が報

告されており 17、日本でも首長の所属政党が情報発信に

影響しうると考え、首長選挙時の所属政党の情報を市区

町村ウェブサイトから抽出した。情報がなかった市町村

は、大手マスメディアのウェブサイトからデータを得た。

さらに、感染状況も発信に影響しうるため、東京都の報

告する 2020年 5月 25日時点の市区町村別の新型コロナ

ウイルス感染症患者数と 2020 年 1 月 1 日時点の各市区

町村の総人口数を抽出し、市区町村別の人口 10万人対累

積患者数を計算した。また、参考データとして、首長メ

ッセージ以外のウェブページについては、作成担当部署

名または掲載情報の問い合わせ先部署名を抽出し、分類

を試みた。 

データ分析 

データ分析は情報発信主体（首長と首長以外）と地域

別（区部、市部、町村部）に項目ごとの実数（%）を求め

た。地域別の分析は、地域によって人口密度や人の移動、

医療体制・医療資源、患者数が異なり、求められる情報

発信も異なると考えられたため実施した。郡部と島しょ

部は、来町・来島自粛要請を中心とした情報を発信して

いたことから、町村部として 1 つのカテゴリーにまとめ

た。感度分析として、2 回以上メッセージを発信してい

た首長については、メインの解析で評価しなかったメッ

セージ（18ページ、12首長）にて地域活動に言及してい

るか確認をした。 

地域活動再開に関する情報発出の有無に関連する要因

を探索的に検証するため、発出の有無別に地域（区部、

市部、町村部）、保健所設置、健康二次被害の認識、新型

コロナウイルス感染症の罹患リスクの認識、そして重大

性の認識の割合の差についてフィッシャーの正確確率検

定で比較した。また、情報発信の有無別で東京都の報告

に基づく 2020 年 5 月 25 日時点の 10 万人対累積患者数

の中央値の差をマン・ホイットニーの U検定で検証した。

データ分析には Stata ver. 14.2を用いた。 

倫理的配慮 

本研究は地方公共団体の公表する公共データのみを利

用する研究であり、人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針の対象外である。 

 

3. 結果 

首長のメッセージ 

全 62 首長（いずれも政党は無所属）のうち、49 首長

（79%）が 2020 年 5 月 25 日以降 3 週間以内に何らかの

メッセージを市区町村ウェブサイト内から発信していた。



16 
 

発信した首長のうち 76%は 1 回のみの発信であった（1

回：37首長、2回：8首長、3回：2首長、4回：2首長）。

また、30首長は 5月末までのメッセージが最新であった。

3 首長は住民ではなく来島者向けに来島自粛に関するメ

ッセージのみを発信していたため、その後の分析から除

外した。 

表 1 に 46 首長が発信したメッセージを分類した結果

を示した。地域間で概ね同様の傾向であったが、イベン

ト主催者や、町会・自治会、ボランティア、NPO法人、ボ

ランティア活動、学校等での活動も含め、地域活動再開

に関するメッセージは見当たらなかった。感度分析とし

てメインの解析で評価しなかったメッセージを検証した

が、地域活動には言及がなされていなかった。これから

社会活動を再開していくことを明言した首長も少なかっ

た（10%強）。 

住民の地域活動実施に影響しうる情報に関して、公共

施設の利用再開については約 3 分の 2 の首長が説明して

いた。約 6 割の首長が感染対策の実施ないし協力に対し

て謝辞を述べていた。感染対策として手洗いや 3 密回避

を述べた首長が多かったが（23 首長）、不要不急の外出

自粛などの外出や流行地域への移動制限について言及し

た首長は少なかった。 

地域活動に関するメッセージ発信に影響しうる情報に

関して、41首長（89.1%）が新型コロナウイルス感染症に

罹ることを認識したメッセージを発信し、また半数弱の

首長は新型コロナウイルス感染症の重大性を認識したメ

ッセージを発信していた。その一方で、活動自粛の健康

影響に言及したメッセージはなかった。 

首長以外が発信した市区町村の情報 

全 62 市区町村が 2020 年 5 月 25 日以降 3 週間以内に

情報を発信していた。分析対象とした 499 ページから、

担当部署名あるいは問い合わせ先となる部署名を確認し

たところ、記載がないページが最も多く（約 4割）、次い

で保健、医療、または福祉に関係する部署名が約 2割で、

そのほかの部署名は 1 割を切っていたが、その中では広

報関係の部署名が約 9%と最も多かった。 

表 2 に情報発信主体が首長以外であったウェブページ

の分析結果を示した。全体的な傾向は首長によるメッセ

ージと似ていたが、異なる点として、地域活動の再開に

ついて 2 市のみであるが、情報発信がなされていた。保

健所設置 25 区市（23 区、2 市）では八王子市の健康部

（保健所）健康政策課健康づくり担当、非設置 37市町村

（24市、13町村）では調布市の生活文化スポーツ部協働

推進課が地域活動について情報発信していた。 

公共施設の利用再開や市区町村によるイベントの中止

や再開について説明した市区町村は多かった（公共施設

利用再開はほぼ全数、イベントの中止・延期は 9 割弱、

再開は 4割弱）。不要不急の外出自粛をはじめとした外出

自粛に言及した市区町村も多かった一方、割合は低いも

のの自粛の健康二次被害に言及した市区町村があった

（10%強）。地域活動再開のメッセージ発出に関連する要

因を検証したが、いずれの変数も統計学的にははっきり

とした結果を示さなかった（データ未掲載）。 

 

4. 考察 

本研究では、新型コロナウイルス感染症の流行に伴う

緊急事態宣言の解除後 3 週間以内に東京都内の市区町村

がウェブサイトから発信した情報を分析した。その結果、

地域活動についてほとんど言及されていないことが示唆

された。地方公共団体は地方自治に重要な役割を果たし

てきたが、公衆衛生に関する国内での情報発信ついては、

2005 年と 2006 年時点の保健所のウェブサイトが検証さ

れたのみで 18、平時も含め、実態はよく知られていなか

った。著者らの知る限り、本研究はパンデミック時に地

方公共団体がウェブサイトから発信した地域活動に関す

る情報を分析した国内外で初めての報告である。 

 今回の分析結果から、東京都内のほとんどの市区町村

で、緊急事態宣言解除後に地域活動の情報発信はされな

かったことが示唆された。発信されなかった理由ははっ

きりしないが、市町村保健センターであっても新型コロ

ナウイルスに関する知識や情報不足が生じていたことや、

自身の事業運営の判断に難しさがあったことが報告され

ており 19、地域活動に関しても住民に向けた情報発信は

難しかったのかもしれない。これらの点は、今回、公共

施設の利用再開は周知する一方、自身のイベント再開に

ついて多く発信せず、社会活動の再開についてあまり言

及していなかった結果とも一貫性があると考えられる。

また、当時、国や東京都では感染対策を徹底しながら社

会・経済活動を段階的に再開するフェーズにあり、東京

都では公共施設の利用再開や 50 人までのイベント開催

が可能になったばかりで、地域活動再開について言及さ

れていなかったこととも整合性があろう。 

地域活動再開に言及した 2 市は、いずれも人口規模が

20万人以上と大きかった。人口規模の大きい地方公共団

体ほど、地域のつながりが弱くなりうることから 20、地

域のつながりを強める情報を発信しやすかった可能性が

ある。この点は、平時の情報発信状況からも考察できる

と考えられるが、ボランティア活動や町会・自治会、市

民活動含め、地域活動について地方公共団体のウェブサ

イトから発信された情報に関する先行研究等がなかった。

そこで、2020 年 11 月に著者らが確認したところ、全 23

区および全 26 市では平時からウェブサイト上で情報発

信が行われていたようであり、平時から情報発信してい

たため、人口規模の大きい都市では対象期間中にも情報

発信されやすかった可能性がある。一方、全 13町村のう

ち、地域活動に関連した平時の情報が確認できたのは 4

町村のみで、対象期間中に情報発信されにくかったと考

えられる。同じ 20万人以上の人口を有する 3市（西東京

市、府中市、町田市）では今回、発信を確認できなかっ

たが、担当部署の専門性やマンパワーの不足といったこ

とが影響したのかもしれない。今後、情報発信のメカニ

ズムを解明するために、担当部署への質的・量的調査が

求められる。 

本研究では、保健所を設置する 25市区のうち 1市、保
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健所を設置していない 37 市町村では 1 市が地域活動再

開について言及しており、単純な比較は困難であるが、

割合としてみれば、わずかに前者が高かった。これは、

保健所を有することで新型コロナウイルス感染症の患者

発生状況をタイムリーに把握でき、対応を考えやすかっ

たことや 19、地域保健法に基づき、平時から保健所はソ

ーシャルキャピタルを広域的に醸成し、健康なまちづく

りを推進することが期待されており、地域の健康づくり

や地域づくりに重要な組織の活動をいかに支援するか考

え、工夫して関わろうとしたことが 21、情報を発信する

方向に働いたかもしれない。一方、保健所を設置しない

都内の市町村では、現行の感染症法上、東京都からの感

染者情報の公表がなされるまで、感染状況がはっきりせ

ず 19、情報発信が困難であったと考えられる。対策に困

難が生じたことは首長自らがメディアで指摘していた 22。

さらに、システム上は、厚生労働省からの情報も都道府

県と管轄保健所を介して届くなど、リアルタイムに必ず

しも情報共有されない。市町村保健センターでは保健所

との連携が困難であったことも報告されており 19、保健

所を有しない市区町村では地域活動について情報発信し

にくい状況が続いたと考えられる。 

保健所を有しない市区町村には、上述の組織構造上、

東京都や東京都に所属する保健所の動向がより影響しや

すかったと考えられる。そこで、2020 年 10 月に東京都

のウェブサイトから関連する 101 ページを抽出し、確認

したところ、2020年 5月 22日のロードマップ公表以降、

東京都から地域活動再開について情報発信されたのは同

年 7 月に入ってからであった 23。遅い時期に情報発信さ

れたのは、法律上、都道府県は市町村が実施する健康な

まちづくりを支援する位置づけであって、実施主体では

ないことが影響した可能性がある。いずれにせよ、東京

都の動向は、対象期間中に市区町村からの情報発信を促

進する方向に働かなかった可能性がある。同様に、東京

都が所管する 6保健所（うち、島しょ保健所は 4出張所、

2支所を含む）のウェブサイトから 149ページを抽出し、

確認したところ、地域活動に関する情報は確認できなか

った。したがって、東京都所属の保健所も、保健所を設

置しない 37 市町村に対して情報を発信する方向には働

かなかった可能性がある。 

今回、地域活動の情報を発信していたのは、保健医療

部門と地域振興に関わる部門であった。地域活動に関す

る情報発信について、平時（2019年度以前）の状況を 2020

年 11月に確認したところ、東京都では福祉保健局ではな

く、生活文化局が担当していた 24。市区町村間で部署名

のばらつきが大きく、分類は困難であったが、保健・医

療部門ではなく、地域振興や地域づくりに関連した部門

が地域活動に関する情報発信を担当し 25、地域活動の場

となる施設に関しても同様の状況であった 26。部門間連

携の実態は不明であるが、都道府県の保健部門は、地域

での身体活動増進において、地域づくりに関係しうる部

門のうち、スポーツ部門や教育部門との連携は行ってい

る割合が高い一方（約 6 割）、都市計画部門や交通部門、

環境部門と連携している割合が低い（2 割未満）ことが

報告されている 27。異なる部門が各自の強みを生かして

協働し、効果を最大化することは推奨されており 28、市

町村レベルの地域保健での事例も蓄積されつつある(健

康安全・危機管理対策総合研究事業)。新型コロナウイル

ス感染症のような健康が強く関わる事象においては、専

門性の観点からも、保健医療部門が地域づくりに関わる

部門と連携することが、労力をあまり増やさずに、適切

かつ住民に信頼される地域活動の情報発信につながるか

もしれない。 

 我々の検証した範囲では、地方公共団体のウェブサイ

ト内から地域活動についてほとんど情報が発信されてい

なかった。感染症が終息しない状況では地域活動継続の

判断は難しいと考えられるため、まずは活動方針の話し

合いの場を設けることを促す情報提供も一案である 29。

厚生労働省は感染対策を行いながら地域のつながりを維

持する事例を 2020年 6月 30日から公表し、2021年 4月

には内閣官房孤独・孤立対策に関する連絡調整会議にて、

感染対策を講じつつ、高齢者の通いの場の取り組みを推

進していくことが確認された。そうした事例も活用しな

がら、住民にとって最も距離の近い地方公共団体である

市区町村からの、人のつながりを維持できるよう後押し

する情報発信が期待される。別の視点では、地域保健を

担う保健所の業務が圧迫しているように、新型コロナウ

イルスへの対応に資源が割かれて、公助に困難がある状

況では、地域の課題を解決する地域活動への助成情報の

発信も重要であろう。また、国内では社会・経済活動や

新型コロナウイルス感染症患者に対する偏見、誹謗中傷、

差別等が生じており、地域での活動をそうした偏見、差

別から守る体制作りと情報発信も求められる。地方公共

団体の職員は、危機的状況下における情報発信の教育を

受ける機会は少ないため、外部の専門家による教育や支

援なども必要であろう。 

本研究の強みはパンデミック時における行政のウェブ

サイトの評価を行った点である。地域活動のような公共

性の高い社会活動の自粛や再開には、行政からの情報発

信のもつ影響が大きいと考えられることから、今後、緊

急時の行政によるこのような社会活動に関する情報発信

のあり方を考えていくための資料となりうる。 

本研究の限界を以下に述べる。まず、今回はウェブサ

イト以外のオンライン媒体（メール配信サービス、ソー

シャルネットワーキングサービス等）や紙媒体、ボラン

ティア活動等の運営団体に対して直接発信された情報は

評価しておらず、発信情報をすべて網羅していない。し

かし、東京都の一部の市区町村の Twitterや Facebookを

確認したところ、ウェブサイト内の情報と連動していた

ことから、ウェブサイト以外の媒体を評価対象に含めて

も、本研究の結論は変わらなかったと考えられる。また、

ウェブサイト内に広報紙のオンライン版が含まれていた。

次に、ウェブページを手動で探したため、見つけにくい

ウェブページを見落とした可能性がある。しかしながら、

多くの市区町村では新型コロナウイルス感染症の特設ペ
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ージを設けており、また、本研究の内容に関連する項目

のページは重点的に探索したため、見落としは結果に大

きく影響しないと考えられる。3番目の点として、6月に

ウェブページを抽出したことから、抽出前に削除あるい

は書き換えられた情報で、かつ、それらの内容が明示さ

れていない情報は検証できていない。また、緊急事態宣

言中に発出された情報も評価していない。解除直前の時

期に情報を発信していた場合、重複を避けるために本研

究の分析対象期間中に情報発信しなかった可能性はある。

しかし、重要な情報と認識していれば、反復効果を期待

して 15情報発信したであろう。4 点目だが、厚生労働省

が 2020 年 6 月末に示した地域のつながりに関する事例

や、東京都が同年 7 月に発信した地域活動再開に関する

情報を受けて、市区町村も今回の評価対象期間後に情報

を発出した可能性があるが、評価していない。5 番目の

点として、本研究では首長とそれ以外の情報とで傾向に

違いが認められたが、その背景要因は検証できなかった。

また、首長には選挙時に推薦を受けた政党も影響しうる

が、公的情報がほとんど得られず、検証できなかった。

6 番目は、本研究の目的に関係する情報をもれなく抽出

しようとした点である。健康系のウェブサイトの滞在時

間は平均で 1 分 9 秒との報告があり 30、見つけにくいウ

ェブページや文章を利用者は見ていない可能性があるた

め、本研究から推察される市区町村の発信情報と一般住

民が受け取った情報は乖離している可能性がある。7 点

目であるが、市区町村の発信情報のみを評価したため、

今後、発信情報に対する一般市民の反応や、ソーシャル

ネットワーキングサービスのユーザーの反応といった 12、

双方向性のコミュニケーションの実態を解明する研究が

必要である。8番目は、今回、活動自粛による健康二次被

害が懸念されたため、地域活動の再開に焦点を当てた点

である。社会・経済の安定における市区町村の役割を考

慮すると、発信情報の全体像に加え、部署ごとの情報の

変遷や、メッセージの伝え方を分析し 31、情報発信上の

良い点や改善すべき点を適示していくことで、公衆衛生

だけでなく社会経済の安定に貢献する研究も求められる。

最後に、本研究は東京都の市区町村を対象としており、

国内の他地域の地方公共団体への結果の一般化は慎重に

考える必要がある。しかしながら、子ども食堂の活動が

2020年 3月から 5月には全国の子ども食堂の約半数が活

動を休止したとの報告があり 32、東京都以外の地域でも、

活動を後押しする情報発信はあまりなかった可能性は否

定できない。また、不安を煽るようなマスコミの報道の

問題について世界保健機関が指摘し、国内でもマスメデ

ィアやソーシャルメディアが発信した情報の問題が指摘

されており、そうした媒体も地域活動に影響しうるが、

今回評価していない。 

5. 結語 

本研究の結果から、東京都内のほとんどの市区町村で

緊急事態宣言解除後に地域活動に関する情報が発信され

ていなかったことが示唆された。危機的事象下において

も住民が人とのつながりと健康を維持できるよう、地方

公共団体から住民が感染対策を行いながら地域活動を実

施できるよう、後押しする情報が発信されることが望ま

れる。本研究では手動で事後的にウェブページの抽出を

行っており、ウェブページの抽出漏れの可能性があるこ

とから、今後、リアルタイムにウェブサイトをモニタリ

ングし、ページ抽出する手法の確立と研究応用が求めら

れる。また、こうした情報発信や、それ以外の取組が地

域活動の普及や地域の健康状態にもたらす（費用対）効

果検証も求められよう。 
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表 1. 地域別に見た東京都の市区町村長が発信したメッセージの分析結果 

 17特別区 20市 9町村 全体(46 市区

町村) 

地域活動の再開     

 自粛要請 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

 延期・中止の検討要請 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

 妨げない 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

 注意して再開 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

 全面再開 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

イベント等主催者向け     

 イベント自粛要請 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

 延期・中止の要請 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

 妨げない 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

 注意して再開 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

 全面再開 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

社会活動の再開 3 (17.6) 3 (15.0) 0 (0) 6 (13.0) 

住民の地域活動実施に影響しうる情報 

公共施設の利用再開     

  利用不可 0 (0) 0 (0) 1 (11.1) 1 (2.2) 

  条件付き利用可 12 (70.6) 15 (75.0) 3 (33.3) 30 (65.2) 

  全面利用可 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

利用時の感染症対策の例示 4 (23.5) 2 (10.0) 0 (0) 6 (13.0) 

周知している感染対策     

外出自粛・移動抑制     

  不要不急の外出自粛 0 (0) 3 (15.0) 0 (0) 3 (6.5) 

  他府県等への移動自粛 0 (0) 0 (0) 4 (44.4) 4 (8.7) 

  外出自粛の段階的緩和 0 (0) 2 (10.0) 4 (44.4) 6 (13.0) 

  感染流行地域への移動抑制 1 (5.9) 0 (0) 0 (0) 1 (2.2) 

手洗い 8 (47.1) 9 (45.0) 6 (66.7) 23 (50.0) 

咳エチケット（マスク着用のみも含む） 6 (35.3) 8 (40.0) 6 (66.7) 20 (43.5) 

 身体的距離の確保 6 (35.3) 6 (30.0) 5 (55.6) 17 (37.0) 

 3密回避 9 (52.9) 9 (45.0) 5 (55.6) 23 (50.0) 

体調不良時の休み 1 (5.9) 1 (5.0) 0 (0) 2 (4.3) 

 感染流行状況の注視 0 (0) 1 (5.0) 0 (0) 1 (2.2) 

 その他感染予防行動 3 (17.6) 3 (15.0) 3 (33.3) 9 (19.6) 

感染対策実施の御礼 11 (64.7) 11 (55.0) 5 (55.6) 27 (58.7) 

感染を不安に思う人への配慮 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

各市区町村によるイベント     

  中止 2 (11.8) 2 (10.0) 1 (11.1) 5 (10.9) 

  再開 1 (5.9) 4 (20.0) 0 (0) 5 (10.9) 

地域活動に関する情報発信に影響しうる要因 

新型コロナウイルス感染症のリスク 

  罹患可能性 15 (88.2) 18 (90.0) 8 (88.9) 41 (89.1) 

  重大性 7 (41.2) 10 (50.0) 3 (33.3) 20 (43.5) 

自粛による健康二次被害 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

数値は市区町村数（%）。  
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表 2. 地域別に見た東京都 62市区町村ウェブサイト内の情報の分析結果 

 23特別区 26市 13町村 全体(62 市区

町村) 

地域活動     

 自粛要請 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

 延期・中止の検討要請 0 (0) 1 (3.8) 0 (0) 1 (1.6) 

 妨げない 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

 注意して再開 0 (0) 2 (7.7) 0 (0) 2 (3.2) 

 全面再開 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

イベント等主催者向け     

 イベント自粛要請 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

 延期・中止の要請 1 (4.3) 1 (3.8) 0 (0) 2 (3.2) 

 妨げない 3 (13.0) 0 (0) 0 (0) 3 (4.8) 

 注意して再開 1 (4.3) 1 (3.8) 0 (0) 2 (3.2) 

 全面再開 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

社会活動の再開 2 (8.7) 4 (15.4) 2 (15.4) 8 (12.9) 

住民の地域活動実施に影響しうる情報 

公共施設の利用再開     

  利用不可 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

  条件付き利用可 23 (100) 26 (100) 11 (84.6) 60 (96.8) 

  全面利用可 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

  利用時の感染症対策の例示 23 (100) 26 (100) 9 (69.2) 58 (93.5) 

周知している感染対策     

外出自粛・移動抑制     

 不要不急の外出自粛 13 (56.5) 9 (34.6) 1 (7.7) 23 (37.1) 

 他府県等への移動自粛 1 (4.3) 2 (7.7) 6 (46.2) 9 (14.5) 

   外出自粛の段階的緩和 1 (4.3) 1 (3.8) 5 (38.5) 7 (11.3) 

   感染流行地域への移動抑制 6 (26.1) 13 (50.0) 1 (7.7) 20 (32.3) 

  手洗い 22 (95.7) 24 (92.3) 7 (53.9) 53 (85.5) 

  咳エチケット（マスク着用のみも含む） 22 (95.7) 24 (92.3) 7 (53.9) 53 (85.5) 

  身体的距離の確保 18 (78.3) 21 (80.8) 5 (38.5) 44 (71.0) 

  3密回避 21 (91.3) 24 (92.3) 6 (46.2) 51 (82.3) 

  体調不良時の休み 11 (47.8) 13 (50.0) 3 (23.1) 27 (43.5) 

 感染流行状況の注視 5 (21.7) 11 (42.3) 1 (7.7) 17 (27.4) 

  その他感染予防行動 14 (60.9) 21 (80.8) 4 (30.8) 39 (62.9) 

感染対策実施の御礼 2 (8.7) 4 (15.4) 2 (15.4) 8 (12.9) 

感染を不安に思う人への配慮 0 (0) 1 (3.8) 1 (7.7) 2 (3.2) 

各市区町村によるイベント     

中止 22 (95.7) 25 (96.2) 7 (53.8) 54 (87.1) 

再開 9 (39.1) 13 (50.0) 1 (7.7) 23 (37.1) 

地域活動に関する情報発信に影響しうる要因 

新型コロナウイルス感染症のリスクの認識 

  罹患可能性 23 (100) 26 (100) 10 (76.9) 59 (95.2) 

  重大性 17 (73.9) 10 (38.5) 4 (30.8) 31 (50.0) 

自粛による健康二次被害 5 (21.7) 4 (15.4) 1 (7.7) 10 (16.1) 

数値は市区町村数（%）。首長によるメッセージは解析対象に含まない。 

 
 
 
 
 


